



A Study of the Development of Social Welfare in Nagano Prefecture(V) 






























 戦時下の厚生事業立法では 1937 年に軍事救護法を改正した軍事扶助法と母子保護法が制定され、
翌年に社会事業法と国民保険法が制定されている。1939年に司法保護事業法、1941年に医療保護法、


























































１、救護法26条乃至27条の2の適用に関し各市町の取り扱い状況承り度    松本市提出 
２、生活扶助を為さざる者の埋葬費給与に関する件              中野町提出 
３、精神病院法に依る入院患者の申請を為したる場合至急認可方社会課にて 
尽力せられたきの件  岡谷市提出 
 ４、公益質屋に於ける贓物押収其の他に依り生じたる欠損処分方法に関する件  松本市提出 





1）軍事扶助法の運用に関する件 2）生業扶助の徹底に関する件 3）帰還将兵援護に関する件 4）
傷痍軍人保護に関する件 5）軍事援護相談所に関する件 6）農繁期保育所設置に関する件 7）軍人
遺家族優待医療に関する件の7項目を指示している 6）。同年12月、傷痍軍人相談所が設立され 7）、こ
の年、県社会課内に中央軍事援護相談所が開設されている８）。 
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３．方面事業の展開 
 長野県の方面委員は、1923年長野県方面委員制度を開設し、以来県内の方面員会は普及し、方面員
数も、1938年には830名 11）、1941年には1068名（内女子50名）と増加している 12）。1941年 6月 30
日現在の方面世帯票登録者数は、第1種が2,161世帯7085人、第2種が5,582世帯21,793人で、時






















































春季季節託児所は 570 か所、同保育児数 48,175 人、秋季季節託児所は 560 か所、保育児数は 44,050




 年度別 施設数 保育児数 
 1937年     78    6,396 
 1938年    487   40,473 
 1939年    578   49,540 
 1940年    592   49,834 
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 農繁期保育所の設置拡大のためには季節託児所保母の確保が課題となり、そのため長野県社会課で





















開催場所 第1班  上田高等女学校  4月27日、28日 長野高等女学校  4月30日、5月1日 
          松本女子師範学校 5月2日、3日 
     第 2班  飯田高等女学校  4月27日、28日 諏訪高等女学校  4月30日、5月1日 




 上田明照会会長 横内浄音 津和村隣保協会 笠原観秀 
・子供の遊ばせ方（1時間半） 
 仏教保育協会保母養成所講師 卜部たみ 和田隣保館主任保母 恒吉シズ 
 長野中央保育園 數本光枝 
・唱歌と遊戯（5時間） 
 仏教保育協会保母養成所講師 卜部たみ 和田隣保館主任保母 恒吉シズ 
 柏原小学校訓導 宮澤邦彦 
・手技（2時間） 
 仏教保育協会保母養成所講師 卜部たみ 和田隣保館主任保母 恒吉シズ 
 長野中央保育園 數本光枝 
・子供の病気と予防（1時間半） 
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       光吉敬藏 鈴木惟孝 竹内 肇 
       松井卓治 小澤侃二 谷口善實 
 

















 1937年 12月、伊那保育園 1938年 4月、信田保育園（更級郡信田村） 
 1938年 9月、栗田保育園（長野市） 同年10月、岡谷保育園 
 1939年 4月、社会館保育園（長野市） 1940年 4月、岡谷保育園分園 
 同年4月、信愛保育園（上伊那郡伊奈町） 同年6月、白坂保育園（松本市） 
 1941年 1月、みどり保育園（長野市） 同年8月、茂菅保育園（長野市）  
1942年 6月、上高井保育園（須坂町） 1943年 4月、稲荷山保育園（更級郡稲荷山町）  
同年4月、岩村田保育園 同年4月、松代保育園（埴科郡松代町）  
同年4月、大町国民保育園 同年6月、東部保育園（上田市） 
同年、赤穂国民保育園 同年、中野高等女学校保育園  





1945年 4月 8日、上田明照会が乳児保育の必要性に応えるために乳児保育所を開設している 23）。 
  
５．医療保護 
医療保護では1937年 4月、済生会長野診療1940年 4月、済生会松本診療所、1941年 5月、済生会
諏訪診療所、同年12月、済生会飯田診療所が開設されている 26）。同年10月、長野県は無医村対策と
して 1941 年 10 月 1 日、長野県巡回診療班を開始し、同年県下無医村最僻地 18 カ村を医療保護のた





なお、同法制定当時の長野県内の要医療保護者の数的動向は表 2 のとおりで、第 1 種が 7,085 人、
第2種が21,793人、計28,878人であった。 
 
 表２  郡市別要保護者数 
郡市名 要保護者数 郡市名 要保護者数 
 1種 2種 計  1種 2種 計 
南佐久郡      257      815    1,072 上高井郡      212      664      876 
北佐久郡      249      770    1,019 下高井郡      100      408      508 
小県郡      387      970     ,357 上水内郡      528     ,618     2,146 
諏訪郡      399      939     ,338 下水内郡      315      913    1,228 
上伊那郡      650    1,499    2,149 長野市      458    1,527    1,985 
下伊那郡      662    1,511    2,173 松本市      248    2,520    2,768 
西筑摩郡      201      364      565 上田市      211      159      370 
東筑摩郡      504    2,741    3,245 岡谷市      446      625    1,071 
南安曇郡      116      628      744 飯田市      106      138      244 
北安曇郡      366    1,207    1,573 諏訪市      162      339      501 
更級郡      314      832    1,146 合 計    7,085   21,793   28,878 




隣保事業では、1937 年 12 月、長野市社会事業助成会による長野社会館が市街地の隣保館として開
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   This paper summarizes the wartime welfare activities in Nagano Prefecture from 1938 to 1945. The 
contents cover Nagano Prefecture welfare activity administration, military support association, area 
ommissioner activity, day nursery activity, medical assistance and Kyowa activity. The social work established 
from 1918 to 1937 will be transformed into a welfare activity for the execution of the war in the wake of the 
Sino-Japanese War that broke out in 1937,focusing on this point, each activity try to grasp the actual 
development. 
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